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Cyber Initiative Tokyo
 2026



東京（日本）から世界へ――。日本のサイバー領域で何が起こり、どのような議論がなされているのか。Cyber
Initiative
Tokyo
(CIT)
2026は、東京か
ら日本全体、さらに世界に向けてサイバーの最新情報を発信します。


国際社会に目を転じると、各地で台頭するナショナリズムで分断が見られる一方、AI（人工知能）が急速に広がる現状を踏まえ、データの安全性を確
保し持続的な社会を目指す動きもあります。民間企業は、こうした国際情勢の理解と即応、いわゆるインテリジェンスが求められています。


技術領域では、日本政府が利活用を推進する生成AIは、対象データが人間の非認知領域にも広がり、技術進化も一段と加速しています。生成AIは、セ
キュリティー確保のために有効である一方、攻撃者にとっても利益を生み出すツールにもなり、ガバナンスへの不安もあります。開発が進む量子コン
ピューティングへの対応も急務です。組織や顧客を守るには、こうした新しい技術を正しく理解する必要があります。


サプライチェーン攻撃やアカウント乗っ取りなどによるサイバー被害は後を絶ちません。サイバー空間のトラブルは、企業活動や個人資産など実社会
に大きな影響を及ぼします。企業も個人も、事業や日常生活の継続に向けた備えが必要です。


何卒本企画書をご高覧の上、ご賢察賜りますようよろしくお願い申し上げます。

2026年
日本経済新聞社／日経BP

AI時代を構成するデジタルデータ、パーソナルデバイスからデータセンターまでのAIシステム、光ととも
に発展するネットワーク、そして、それを支える電力グリッド。こうした新しい構成のサイバー空間が企
業と生活のライフラインになりました。CITは、このようなサイバー社会のリーディング・ステークホル
ダーが集結し日本の役割と責任を議論します。

サイバーイニシアチブ東京　ステアリングコミッティ座長　村井純

Cyber Initiative
Tokyoの開催目的

2



■　主催　　　日本経済新聞社、日経BP
■　共催     　　国家サイバー統括室（NCO）※予定
■　協力     　　ミュンヘン・サイバーセキュリティ会議（MCSC）※予定
■　開催日　　2026年12月2日(水)・3日(木) ※予定
■　開催形態　全セッションオンライン配信(一部聴講者招待)
■　配信会場　日経ホール※予定
■　聴講料　　無料
■　想定視聴　3,000名

Cyber Initiative
Tokyo
2026
開催概要
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我々は産官学が一体となって様々な脅威に対する対応策を討議していくことが
今後ますます重要になると考えています。
Cyber Initiative
Tokyoでは各界の有識者が内外から集い、様々な専門的見地から
対応すべき問題について議論を深めます。

産業界 政府・公共団体 アカデミア

サイバーセキュリティー
ベンダー、
プラットフォーマー
SIeR
製造業・小売業等

中央省庁
内閣府
国家サイバー統括室

大学関連
海外のサイバーセキュリ
ティー団体
外国政府

産官学が一体となった
日本最大級のサイバーセキュリティーイベント

25年議論されたテーマ：AI、人材育成、国際連携と新たな脅威
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開催日時：2025年12月2日（火）、３日（水）
主催：日本経済新聞社、日経BP
共催：国家サイバー統括室（NCO）
提携：ミュンヘン・サイバーセキュリティ会議（MCSC）
ホームページ：https://www.global-nikkei.com/cit/25/ 　

視聴登録者数

日本語　1,502名
英語　     1,889名

提供リード

前年との重なり

1,432 

3,391 

19.9%‌  
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ゴールド協賛

シルバー協賛

前年実績 開催概要
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前年開催の視聴者の属性：業界

IT関連の視聴者は３割近くを占めながらも、多種多様な職種の視聴者を集客しました。

情報処理・SI・
ソフトウェア

24.1%

コンサル・会
計・法律関連

8.3%

金融・証券・保険
7.8%

その他
7.8%

その他製造
6.2%

放送・広告・出
版・マスコミ

5.8%

通信サービス
4.7%

該当なし（学
生・無職など）

4.5%

卸売・小売業・商
業（商社含む）

4.1%

教育・教育学習支援関係
3.2%

食品・医薬・化粧品
2.6%

機械・重電
1.8%

医療
1.1%
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一般社員
24.2%

部長クラス
16%

課長クラス
14.7%

その他
10.7%

主任／係長クラス
9.2%

役員クラス
8%

経営者
7.5%

該当なし（学
生・無職など）

4.6%

契約社員
2.1%

前年開催の視聴者の属性：役職

５割弱の視聴者は課長クラス以上の役職者。
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Philippines
22.4%

India
16.7%

Indonesia
11.4%

Others
10.4%

Malaysia
7.4%

Japan
6.9%

United
States
5.9%

Singapore
5.6%

Thailand
3.5%

Australia
3.3%

Hong
Kong
2.4%

Canada
1.4%

前年開催の視聴者の属性：英語視聴者

最終登録者の５５％が海外からの視聴者。
APAC地域に加えて、欧米からの登録も多数ありました。



「ステアリングコミッティー」でのプログラム策定

海外からの登壇者招聘や海外向けに配信も行うグローバルイベント

サイバーセキュリティ分野の産学官のトップが参画する「ステアリングコミッティー」にてプ
ログラム内容や企画を行います。
※ステアリングコミッティーにはゴールド以上の協賛企業様も参加頂けます。

日経グループのネットワークを活かして海外の政府機関や企業トップも登壇者とし
て招聘します。また、海外向けに英語による配信も行っており、海外からの視聴者
数がおよそ半数を占めております。

日経グループ媒体でのプロモーションとメディア露出

日経グループの関連媒体を中心にプロモーションを実施いたします。
また、会期後にはレビュー記事の掲載も行うことで、購読者へのPRに繋がります。
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Cyber Initiative
Tokyo
の3つの特色



サイバーセキュリティ分野の産学官のトップが参画する「ステアリングコミッティー」にてプ
ログラム内容や企画を行います。
※ステアリングコミッティーにはゴールド以上の協賛企業様も参加頂けます。
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ステアリングコミッティーでのプログラム策定



開催前より産官学の代表者によるステアリングコミッティを開催。プログラムの策定や議論の方向性などを事前に協議することを通じ、当日の
議論が目指すビジョンを共有いたします。
ゴールドスポンサー以上のご協賛でご要望あればステアリングコミッティーに参加いただき、有識者間でのネットワークを構築いただけます。

梶浦 敏範
日本サイバーセキュリティ・イノ

ベーション委員会
代表理事

座長 村井
純
慶應義塾大学 特別特区特任教授

三角 育生
東海大学 情報通信学部客員教授

奥家 敏和
経済産業省

大臣官房審議官
（商務情報政策局担当）
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Cyber Initiative
Tokyo
2026　ステアリングコミッティー



村井純 慶應義塾大学 特別特区特任教授

赤阪晋介 総務省 大臣官房サイバーセキュリティ・情報化審議官

三宅史人 外務省 サイバー政策担当大使、サイバーセキュリティー・情報化参
事官

奥家敏和 経済産業省 大臣官房審議官（商務情報政策局担当）

中野憲幸 防衛省 サイバーセキュリティ・情報化審議官

小野寺健一 警察庁 長官官房審議官（サイバー警察局担当）

坂明 （公財）公共政策調査会 専務理事

奥田直彦 デジタル庁 サイバーセキュリティ・情報化審議官

中溝和孝 内閣官房　国家サイバー統括室（NCO） 内閣審議官

三角育生 東海大学 情報通信学部
客員教授

梶浦敏範 JCIC（日本サイバーセキュリティ・イノベーション
委員会）

代表理事

中谷昇 日本サイバー犯罪対策センター（JC3） 代表理事

第1回　会合

2025年8月5日

大手町カンファレンス

第2回　会合

2025年10月7日

日経セミナールーム

第3回　会合

2026年2月4日

大手町三井カンファレンス 12

ステアリングコミッティー　前年開催のメンバー



日経グループのネットワークを活かして海外の政府機関や企業トップも登壇者とし
て招聘します。また、海外向けに英語による配信も行っており、海外からの視聴者
数がおよそ半数を占めております。
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海外からの登壇者招聘や海外向けに配信も行うグローバルイベント



大臣からのメッセージ

海外からの有識者による登壇

小泉 進次郎
防衛大臣

林 芳正
総務大臣

赤澤 亮正
経済産業大臣

堀井 巌
外務副大臣

クリストファー・ペインター
元米国国務省サイバー外交官

The Cyber Policy Group 

ティム・メンリー
グーグル・クラウド・ジャパン

キンドリル
セキュリティー&レジリエンシー グ

ローバルプラクティスリーダー
14

前年開催の登壇者一覧



官民ハイレベルダイアログ　インド太平洋におけるサイバーレジリエンスの共創

パネルディスカッション　社会全体のサイバーレジリエンスを支える官民連携のあり方

松本 尚
デジタル大臣

サイバー安全保障担当大臣

飯田 陽一
内閣サイバー官

サミ・コーリー
カナダ政府

サイバーセキュリティー担当
シニアオフィシャル

デイビッド・コー
シンガポール政府

サイバーセキュリティ庁(CSA)
長官

高見澤 将林
笹川平和財団 上席フェロー

ティーラウット・ウィッタヤコーン
タイ政府 国家サイバーセキュリティ

庁(NCSA)副長官

スタン・シン・ジット
アジア・オセアニア

コンピュータ産業機構（ASOCIO）
会長

松原 実穗子
チーフ・サイバーセキュリティ・ス

トラテジスト

寺岡 篤志
日本経済新聞社

記者
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前年開催の登壇者一覧



MCSC協力セッション　サプライチェーンのリスク管理と中小企業の能力開発

アレクサンダー・シェロン
Schwarz Digits

 常務取締役

リヌス・ノイマン
Head of
Security
Strategy

Security Research
Labs（SRLabs）

ルカ・タリアレッティ
欧州サイバーセキュリティー能力

センター（ECCC）
エグゼクティブディレクター

スミット・チャンダ
Charter of
Trust
共同議長

Atos最高執行責任者（COO）

ヘルマン・グンプ
株式会社Enobyte 代表取締役社長

（CEO）
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パネルディスカッション　AI前提時代のセキュリティーマネジメント

福島 雅哉
日本航空株式会社

システムマネジメント部 部長

岡田 淳
森・濱田松本法律事務所

パートナー弁護士

伊藤 穰一
千葉工業大学 学長

村井 純
慶應義塾大学 特別特区特任教授

前年開催の登壇者一覧



日経グループの関連媒体を中心にプロモーションを実施いたします。
また、会期後にはレビュー記事の掲載も行うことで、購読者へのPRにも繋がります。

パネルディスカッション　経営課題としてのサイバーセキュリティー

パネルディスカッション　サイバー発リアルの脅威

森 正弥
博報堂ＤＹホールディングス
執行役員 Chief
AI
Officer

矢吹 哲朗
東洋紡株式会社
執行役員 CDO

TX・業務革新総括部長

吉田 俊介
イオン株式会社 CISO

梶浦 敏範
日本サイバーセキュリティ・イ

ノベーション委員会
代表理事

クロサカ タツヤ
慶應義塾大学大学院 政策・メディア

研究科 特任准教授
ジョージタウン大学 客員研究員

結城 則尚
独立行政法人情報処理推進機構

セキュリティセンター
上席情報分析官

寺岡 篤志
日本経済新聞社

記者

西山 圭太
東京大学未来ビジョン研究センター

 客員教授 17

前年開催の登壇者一覧



パネルディスカッション　セキュリティー人材不足の打開策を探る

パネルディスカッション　次代の担い手と探るサイバーの未来

中島 明日香
Elastic シニアセキュリティリサー

チエンジニア

古川 文路
 東芝総合研究所

 AIデジタル R＆Dセンター セキュリ
ティ技術部 シニアマネジャー

中島 春香
NEC サイバーセキュリティ技術統括部
リスクハンティンググループ アナリス

ト

篠田 佳奈
BLUE 代表取締役

市原 尚久
株式会社メルカリ

執行役員 グループCISO

稲葉 緑
情報セキュリティ大学院大学
情報セキュリティ研究科 教授

伊東 寛
国立研究開発法人情報通信研究機構

主席研究員

濱石 佳孝
警察庁サイバー警察局

サイバー捜査課 サイバー捜査分析官
兼 関東管区警察局サイバー特別捜査

部付

三谷 慶一郎
株式会社NTTデータ経営研究所

主席研究員
エグゼクティブ・コンサルタント
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前年開催の登壇者一覧



日経グループの関連媒体を中心にプロモーションを実施いたします。
また、会期後にはレビュー記事の掲載も行うことで、購読者へのPRに繋がります。
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日経グループ媒体でのプロモーション/メディア掲出



告知

日本経済新聞 The Financial
Times 日経ビジネス・日経コンピュータ

20

日経グループ媒体でのプロモーション/メディア掲出



採録

日本経済新聞 Nikkei Asia
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日経ビジネス

日経グループ媒体でのプロモーション/メディア掲出
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協賛のご案内



・本会議セッションでの単独講演（45分）
・本会議パネルディスカッションへの1名参加（要編集交渉）
・ステアリングコミッティーへの参加
・関係者パーティーへの参加
・新聞広告5段4色
・リード提供（日本人のみ）
・オプション A
x
2もしくはオプション
A
x
1
とオプション
B
x
2

ダイヤモンドスポンサー 20,000,000円
・本会議セッションでの単独講演（45分）
・ステアリングコミッティーへの参加
・関係者パーティーへの参加
・新聞広告5段モノクロ
・リード提供（日本人のみ）
・オプション A
x
1もしくはオプション
B
x
2

プラチナスポンサー 12,000,000円

・分科会セッション（メイントラック）での講演/パネル（30分）
・ステアリングコミッティーへの参加
。関係者パーティーへの参加
・リード提供（日本人のみ）

ゴールドスポンサー 6,000,000円
・分科会セッション（サブトラック）での講演/パネル（30分）
・ステアリングコミッティーへの参加（オンライン聴講のみ）
・関係者パーティーへの参加
・リード提供（日本人のみ）

シルバースポンサー 4,500,000円
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協賛メニュー



3,000,000円

1,500,000円

・冠スポンサーとして企業名を掲出
・開催時のショートスピーチおよび乾杯のご発声
・会場内での動画放映
・別室での要人との着席セッション（20分ほど）
・（オプションで）フォトスタンド設置権

ランチ協賛 レセプション協賛 3,000,000円

・ランチおよびネットワーキング会場でのブース出展
・来場者に対してサンプル・資料のご提供

サンプリング協賛

・サイバーイニチアチブ東京特製バックドロップに
　貴社ロゴをあしらったフォトスタンドを作成、
　ランチまたはレセプション会場にて展示します。
※ランチ・またはレセプションへの協賛が条件となります。

フォトスタンド協賛 1,500,000円
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・冠スポンサーとして企業名を掲出
・開催時のショートスピーチおよび乾杯のご発声
・会場内での動画放映
・別室での要人との着席セッション（20分ほど）
・（オプションで）フォトスタンド設置権

・それぞれ1社限定の特別プランです。
・複数ご購入いただくことで、より深いブランディング機会をご提供可能です。

オプションA オプションA

オプションB オプションB

Branding 強化オプション
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ランチやレセプションは期間中に別室にて実施される予定

Branding 強化オプション　ランチ・レセプション協賛の詳細



3,000,000円
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・それぞれ1社限定の特別プランです。
・複数ご購入いただくことで、より深いブランディング機会をご提供可能です。

例年2月にミュンヘンで開催されるサイバーセキュリティーの国際会議であるミュンヘンサ
イバーセキュリティー会議（MCSC）と連携した施策をご提供致します。

・MCSC内で開催されるサイバーイニチアチブ東京セッションへ
　の登壇権のご提供
※セッション名は「サイバーイニチアチブ東京セッション」とな
ります。
※他の登壇者は主催者との調整となります。

MCSC内セッション登壇

MCSC開催期間中にミュンヘン市内にて、貴社主催のサイドイベン
ト（ネットワーキングパーティーなど）
の開催サポートを行います。

詳細は担当営業にご相談ください。

サイドイベントパーティー ご相談

オプションA

MCSC連携施策オプション
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Cyber Initiative
Tokyo
2026
仮プログラム



協賛メニュー
ダイヤモンド プラチナ ゴールド シルバー

20,000,000 12,000,000 6,000,000 4,500,000

告知

日本経済新聞告知での社名記載 ● ● － －

HPでの社名・ロゴ記載 ● ● ● ●

日経お知らせメールでの社名記載 ● ● ● ●

ステアリング
コミッティ

開催前2回・開催後1回の合計3回実施予定のステアリングコミッティへのご

参加（※1）
● ● ● －

ステアリングコミッティへのオンラインでのオブザーバー参加（聴講のみ） － － － ●

本会議

タイトルスライド等への社名・ロゴ掲出 ● ● ● ●

プログラムへの社名・ロゴ記載 ● ● ● ●

セッション間での動画素材放映（15秒素材） ● ● ● －

本会議での単独ご講演（45分） ● ● － －

本会議パネルディスカッションへのご登壇（1名）（※2） ● － － －

分科会セッション（30分）でのご講演 － － ● ●

登壇者や関係者が参加する「レセプションパーティー」へのご参加 ● ● ● ●

国内受講申込者一般来場者のリード提供（許諾が取れているもののみ） ● ● ● ●

採録

日本経済新聞
採録特集での全5段4色広告の掲載
（※３） ● － － －

日本経済新聞
採録特集での全5段モノクロ広告の掲載
（※３） － ● － －

日本経済新聞
採録特集での社名・ロゴの掲出（モノクロ） － － ● ●

日経ビジネス内特集での社名・ロゴ掲出 ● ● ● ●

日経ビジネス内特集でのレビュー掲載 ● ● ● －

日経ビジネス電子版での社名・ロゴ掲出 ● ● ● ●

日経ビジネス電子版でのレビューの掲載 ● ● ● －

Nikkei
Asia
広告特集（デジタル版）での社名・ロゴ掲出 ● ● ● ●

Nikkei
Asia
広告告特集（デジタル版）での英文レビュー掲載 ● ● ● －
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2026年6月下旬

第1次協賛締め切り

2026年7月

第1回ステアリング
コミッティー

2026年9月

第2回ステアリング
コミッティー

2026年8月下旬

第2次協賛締め切り

2026年10月下旬

告知開始

2026年12月2,3⽇

開催

日本経済新聞社　
グローバル事業　総合営業グループ
中川桃子・御厨直樹
〒100-8066　東京都千代田区大手町1-3-7
Tel 03-6256-7311　Fax 03-6256-7854

Email
momoko.nakagawa@nex.nikkei.com
naoki.mikuriya@nex.nikkei.com

日経BP　
ソリューションビジネス企画部
平野 未菜・中根由晴
〒105-8308　東京都港区虎ノ門4-3-12
Tel 03-6811-8031　Fax 050-3153-7274

Email 
mihirano@nikkeibp.co.jp
ynakane@nikkeibp.co.jp
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